












































講師 講義概要 時間 家庭科・福祉科教育とのつながり 教科書・指導要領 貴校でご用意いただきたいもの

















































































































































































      給与明細をとおして家庭の経済活動の位置と収入・支出の構成について学習しよう！ 




・給 与：基本給 ＋ 諸手当（役職手当・住宅手当・家族手当・時間外手当・通勤費など）
・基 本 給：基本となる給料(職種・企業規模・職務内容・年齢・勤務地などにより会社が決定) 
・総 支 給 額 : ＝ 基本給 ＋ 諸手当 ＝ ２６３，１３０円 ⇒ 実 収 入
      例）でも月末になって給与が足りなくて貯金を2万円下ろした場合は？ ⇒ 実収入以外の受取
教科書p.172 2 収入と支出の構成 へ進む
※ 収入の構成 〔実収入＋実収入以外の受取＋繰入金〕
・総 支 給 額に含まれていても使えないお金がある ⇒ 非 消 費 支 出
社会保険料 …… 健康保険料 （けがや病気などの備え） 
                  厚生年金保険料 （老後の備え）
非消費支出 雇用保険料 （無職になった時失業保険としてもらえる）
介護保険料 （40歳以上から徴収される） 
税 金 …… 所得税  （その月の課税対象額に応じて支払う） 






















雇用保険料 介護保険料 所得税 住民税 労働組合費 総控除額



















・実 収 入― 非 消 費 支 出 ＝ 可 処 分 所 得 （教科書p.172 l.14）
※ 可処分所得を計算しよう！





消費支出（10大費目）＋非消費支出    預貯金・保険料・土地家屋借金返済など 
＜参考表＞ 2014年の家計収支の状況 ⇒ 教科書p.172の１にも展開可能
 消費支出の10大費目  









１．給与の中身 ＝       給 ＋ 諸       当  
２．総支給額 ＝              収  入 
   翌月の給料日前に不足して２万円貯金をおろしてしまったのは? 
＝             以外の受取  
３．総支給額のうち使えないお金は    ⇒         と  税     金 
     ・けがや病気などの備え    ⇒       料 
     ・老後の備え         ⇒       料 
     ・失業したときの備え     ⇒       料 
     ・介護が必要になった時の備え ⇒      料（  歳以上から徴収） 
     ・税  金          ⇒       税＋      税 




















    昔：古典的消費者問題 
    今：構造的消費者問題 
◎ 日本の戦後における代表的な消費者問題 
・消費者の命や健康にかかわる問題 
       ①森永ひ素ミルク事件（s.30） ②ニセの牛缶事件(s.35) ③サリドマイド事件（s.37） 
     ・商品の欠陥・有害物の添加・混入の問題 ⇒ 粉末ジュース，合成着色料，合成甘味料 
     ・消費者信用をめぐる問題 ⇒ サラ金，クレジット問題 
     ・サービス取引にかかわる問題 ⇒ 老人ホーム，スポーツクラブ，英会話塾 
     ・地球環境にかかわる問題 ⇒ フロンガス，地球温暖化，ゴミ問題， 
・消費者取引にかかわる問題 ⇒ 通信販売・訪問販売・悪質商法 
 
２．消費者立法の時代（1960年代～） 
    1962年：レイチェル・カーソンが「サイレント・スプリング」（沈黙の春）出版  資料 １ 
         「アメリカでは，春が来ても自然は黙りこくっている。いつもだったら……いろんな鳥の鳴き声が響わたる。 
……全ては人間が自ら招いた禍だった。」 
          第二次大戦の落とし子（DDTなど化学薬品の開発は，人間を殺そうと研究されたもの） 
          レイチェルはアメリカの製薬会社に訴訟を起こす（企業を訴える） 
    1962年：アメリカ大統領ケネデイがこの問題をとりあげる ⇒「消費者利益の保護に関する大統領特別教書」 
         消費者の４つの権利  資料 ２ 
    1975年：消費者教育を受ける権利：アメリカフオード大統領 
1960年：国際消費者機構（1995年名称変更 ＣＩ：Consumers International） 
         消費者の８つの権利・５つの責任  資料 ３ 
 
３．消費者保護基本法から消費者基本法へ 
    1968年：消費者保護基本法 
         事業者  ＞  消費者  力関係で弱い消費者を保護，事業者を規制 
    2004年：消費者基本法   資料 ４ 
           事業者  ＝  消費者 
消費者は積極的に市場に参加し，自らの利益を確保するよう行動する〔消費者の自立を支援〕 
   ※ 消費者基本法の基本理念として，第２条に（消費者の権利）がはじめて明記された。 
 
４．「安全」が脅かされた最近の事件（消費者基本法 第２条の ③安全が確保される権利） 
     2000年：雪印食中毒事件 
      2002年：食肉・加工食品の偽装表示が相次ぐ 
      2006年：パロマガス湯沸かし器による死亡事故 
      2007年：不二家の期限切れ原材料使用問題 
          ミートホープ社の牛ミンチ偽装事件 
          メタミドホス冷凍餃子事件 
          こんにゃくゼリーで再び死亡事故 
       その他， 赤福事件，吉兆事件 など 
 
５．「消費者の安全を求める権利」からみると，どこに問題があったのでしょうか？ （グループワーク・発表） 










事 例 企 業 側 行 政 側 消 費 者 側 
事例１： 
冷凍ギョーザ事件 
・被害の重要性を軽視 ・情報提供よりも政治的判断を優先 ・企業を過信 
・危機管理能力の欠如   

















                             年   組  名前          
 
１．わが国の戦後の代表的な消費者問題を３つあげよう！ 
   １） 
   ２） 
   ３） 
 
２．ケネデイ大統領の消費者の４つの権利とは？ 
   １） 
   ２） 
   ３） 































表１ 65 歳以上高齢者の人口割合 （平成 29 年９月 15 日） 
 
                    65 歳以上 75 歳以上  85 歳以上  95 歳以上  （万人） 
        男女計     3,514     1,747       545       48 
           男        1,525        683       167        ８ 
           女        1,988     1,064        378     40 
 
 
 また，総人口は平成 20 年がピークで，平成 23 年以降は減少が続いている。これに対し，
高齢者人口は増加の一途をたどっている（図１）。 
 





入居施設は次の①～⑨が主要であり，平成 26 年度の入居定員の合計は約 185 万である。 
 ①特別養護老人ホーム      538,900 
 ②老人保健施設         352,300 
 ③介護療養型病床          66,100   ←廃止の方向 
 ④認知症対応型共同生活介護 184,500   ←実質は施設だが“居宅サービス” 
  （グループホーム） 
 ⑤養護老人ホーム             65,113 
 ⑥軽費老人ホーム             91,474 
（A型，B型，ケアハウス） 
 ⑦有料老人ホーム        387,666 ←監督は受けるが“社会福祉施設”ではない 
  （介護付，住宅型，健康型の３タイプ） 
 ⑧サービス付高齢者向け住宅  158,579  
（略称，サ高住） 























ている。25-29 歳では 11.6％，30 代前半 28.9％であるが，40 代前半では 56.6％，50 代前




 介護保険の第１号被保険者 3,168 万人のうち，3,074 万人（97％）は在宅で生活してい
る。つまり，高齢者の９割以上は在宅で生活していることになる。 




















 平成 22 年３月の「地域包括ケア研究会報告書」（平成 21 年度老人保健健康増進等事業）
で報告された“地域包括ケア”の推進は，次の第７期，第８期計画あたりまで継続して取
り組むべき課題として位置づけている。 
 さらに，平成 25 年３月の「地域包括ケア研究会報告書～地域包括ケアシステムの構築に
おける今後の検討のための論点」（平成 24 年度老人保健健康増進等事業）においては，「地
域マネジメントに基づく“ケア付きコミュニティ”の構築」という標題のもとに様々な整
備課題が掲げられている。 
 高齢者のための施設整備は衆目を集めがちで喫緊の課題であることには違いないが，か
たや８～９割におよぶ地域の生活も安全で安心できるものにしていかなければならない。
介護･医療に限らず，生活支援，福祉サービス，住まい，コミュニティなど，様々な地域福
祉をめぐる検討が求められている。 
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